
第二六回

参第四号

建築士法の一部を改正する法律（案）

　建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）の一部を次のように改正する。

　目次中「第四章　業務（第十八条―第二十二条）」を
「 第四章　業務（第十八条―第二十二条）
第四章の二　建築士会及び建築士会連合会（第二十二条の二） 」
に改める。

　第三条の二第一項第二号中「百五十平方メートル」を「百平方メートル」に改める。

　第四章の次に次の一章を加える。

第四章の二　建築士会及び建築士会連合会

（建築士会及び建築士会連合会）

第二十二条の二　建築士は、都道府県の区域ごとに、建築士会と称する民法（明治二十九

年法律第八十九号）第三十四条の規定による法人を設立することができる。

２　建築士会は、全国を単位として、建築士会を会員とする建築士会連合会と称する民法

第三十四条の規定による法人を設立することができる。

３　建築士会及び建築士会連合会は、建築士の品位の保持及びその業務の進歩改善に資す

るため会員の指導及び連絡に関する事務を行うことを目的とする。

　附則第九項中「第三十六第二号」を「第三十六条第四号」に改める。

附　則

ｌ　この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三条の二第一項第二号の改正規定は、

昭和三十三年一月一日から施行する。

２　政令で定める日において次の各号の一に該当する者で、都道府県知事の選考を受けて

二級建築士となるにふさわしい知識及び技能を有すると認められたものは、建築士法第

四条第二項の試験を受けないで、二級建築士の免許を受けることができる。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。）又は

旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学において正規の建築又は土木に

関する課程を修めて卒業した後、建築に関して一年以上の実務の経験を有する者

二　学校育教法による短期大学又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）によ

る専門学校において正規の建築又は土木に関する課程を修めて卒業した後、建築に関

して二年以上の実務の経験を有する者

三　学校教育法による高等学校又は旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による

中等学校において正規の建築又は土木に関する課程を修めて卒業した後、建築に関し

て五年以上の実務の経験を有する者

四　前各号に掲げる学校と同等以上又はこれに準ずる学校において建築又は土木に関す

る課程を修めて卒業した後、建築に関してそれぞれ前各号に掲げる年数以上の実務の



経験を有する者

五　建築に関して十年以上の実務の経験を有する者

３　前項の規定により都道府県知事の選考を受けようとする者は、建設大臣の定める業務

経歴書を添えて、政令で定める日までに都道府県知事に申請しなければならない。

４　第二項の選考を受けようとする者は、政令で定めるところにより、選考手数料を都道

府県に納入しなければならない。

５　第二項の選考の事務は、建築士法附則第六項の二級建築士選考委員がつかさどる。

６　二級建築士選考委員は、第二項の選考を行うにあたつて必要と認める場合においては、

考査を行うことができる。

７　第二項の選考又は前項の考査の基準は、建設大臣が告示する。



理　由

　建築物の質の向上に寄与するため建築士でなければ設計又は工事監理をしてはならない

建築物の範囲を拡張し、建築士の品位の保持及びその業務の進歩改善を図るため建築士会

及び建築士会連合会に関する規定を新設し、並びに臨時に二級建築士について選考による

免許の途を開くこととする必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。


